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論 文 内 容 要 旨
1.課題 設定
わが国の農協はすべて の農村 を包括 し,ほ とん どすべての農業者 が組
合 員 となってい る組織 であ り,総 組合 員880万人,職 員数30万人 の規模
を誇 る巨大組織であ る。 そ して,組 合員の生産 と消費生活両面 を対象 と
して事業活動 を行 ってお り,農 協経営の特徴 は複数の事業部門を持 っ兼
営形態 を特徴 と している。
この巨大組織は現在大 きな変革期 を迎 えてい る。それは組合員の変容
に よる多様な要求 という内部圧力 と,各 種の規制緩和 等に見 られ る外部
圧力が近年急速に強 まって きたためであ る。こう した状況 に対応 す るた
め,農 協組織 は広域合併 と系統2段 階制 とい う変革の方法を提示 し,各
都道府県でそれ らに向けた取 り組 みが行われているbこ のうち個別農協
に直接影響す る合併構想 は,現 在 の規模 では経営基盤 が脆弱であ り,多
様 な圧 力を克服 するために,そ の強化が必要であ るという判断 に基づい
ている。 これ はまさに農協の 「経営体」 としての変革 を求め るものであ
る。
この広域合併構想 に対 して,一 方 にはスケールメ リットをもとに した
単純な規模拡大論があ り,他 方には現状維持 を主張す る単純 な小規模論
があ る。 しか し,両 者 は広域合併 について どちらか とい うと定性 的 に論
じてい るのが特徴 であ り,必 ず しも定量的な分析結果に基 づいた主張で
はない という闇題がある。 したが って,本 稿は計量的な手法 を用いて こ
の両者の主張 を検討する。
具体的には次の2つ の側 面に焦点を当てて検討す る。
第1に,従 来定性的に しか行われていなかったマネジメン トなどの経
営の問題 を,農 協 の兼営形態の特徴 を把 握で きるDEAの 最近の方法 を
用いて,定 量的 に明 らかにする。なお,こ こでい うマネジメン トとは部
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門別職員 の配 置などの投 入資源の配分を指す。
第2に,経 営基盤の強化 という広域合併構想の目的 を評価するために,
合併が経営的 にみて どの程度効果があるのかを,新 たに開発 した フロン
テ ィア多財費用関数の方法 を用いて,定 量的に明 らかにす る』
2.分 析方法
農協経営の現状を分析 する場合,ま ずその特徴であ る兼営形態 を十分
に把握で きる手法でなければ ならない。 また,農 協の事業圏域は一 定の
地域に限定されてい るために短期 的には規模 が一定 とみなさざ るを得な
いので,費 用最小化の観点に よる効率分析が可能な手法が求め られ る。
本稿 では,兼 営形態 という特徴 を持つ農協経営 を評価 するための 方法
として,Chames等(1978)によって開発 された多入力 多出力型経営 の
効率性分析手法DEAの 考え方を用 いる。 これまでに農協経営にDEA
を適用 した事例 としては茂野(1991)や小沢(1992)があるが,こ れ ら
はChames等に よって開発 された古い手法 を用いてお り,不 十 分な情報
しか提供 して いない。
DEAは 開発途上 にある手法で,最 近Sueyoshi(1992)によって規模
を考慮で きる方法が開発 された。この方法によると,経 営効率を規模 を
考慮 レた場合 とそうでない場合の2つ の ケースについて求め るこ とがで
きる。 しかも,従 来の経営全体の効 率,技 術効率,配 分効率を含 め,規
模 を考慮 した8つ の効率指標 を計測 できるようになった。、ここで い.、う技
術効率 とは配分 された投入資源 をもとに生産を行 うまでの過程の効率 い
い,配 分効率 は投入資源の配分の効 率をいう。そ して,両 者の積が経営
全体の効 率となる。さ らに,こ の方法では経営全体の効率 と技術効率を
計測す る際に,個 別経営 の規模の経済 も明 ら'かとな るび
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また広域合併を評価す る方法 としては,農 協経営が完全に効率的 に行
われ る状態を把握で きるフロンテ ィア多財費用関数 を用い る。 これ を用
い るのは農協の兼営形 態の評価が可能であ り,か つ合併 効果 を計測 する
ことがで きるか らで ある。 この フロンデ ィア多財 脅用関数 は',Sueyoshi
(1994)によって開発 された フロンテ ィア生産関数を参 考に し,費 用最
小化の観 点か ら農協経営 の分析 に適用す るために,新 たに開発 した方法
である。
3.分 析 結 果
(1).分析対象
本稿の分析対象地域は秋 田県 とした。その理 由は,次 のとお『りである。
秋田県は稲作 を主体 とす る地域であ り,農 協は これまで比較的安定 した
経営を行 い得た地域であ る。このため,現 在 の農協組織 が直面する問題
点である規制 緩和等の影響が大 き く表れやすい。 また,全 体的に農協の
規模 が小さいため,広 域合併 の影響が他地域 に比べよ り大 き く表れ やす
い6こ れ ら2つ の理 由に より,現 在農協 がかかえ る最大の課題であ る広
域合併 を分析 す る対象 として,秋 田県がふ さわ しい。
(2).計測結果
DEAと フロンテ ィア多財費用関数の手法 を用いた分析の結果,以 下
の ことが 明らかにされた。
① 図一1に 示すように,経 営全体の非効 率は投入資源の配分の 非効率,
すなわち職 員の各部門への配置の不適正 と過剰 な資本装備 によるもの
で毒る。 これは,主 に資源配分にかかわ る不適切なマネジメン トが も
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た らした結果であ るご
② 表 一1に 示すよ うに,2,000戸以上の規模 の大 きな農協 の経営効 率
は高 く,そ れ以下の規模の農協の経営効率は低 い。 また,表 一2に 示
すように都市的農村地帯の農協の経営効率は高いのに対 して;純 農村
地帯 の農協は効 率が低い。こ うした結 果は,大 規模農協や都市的農 村
の農協が他の業種 とあ競争 下にあ り,優 れたマネジメン トによる適切
な資源配分を行 うことが求 め られ るためであ る。
③ 図一2に 示 すように,こ の10年間に秋 田県下の農協の経営効率は全
体 として改善傾 向にあ る。 これは,図 一3か ら明 らか なように,主 に
マネジメン トの改善に よるものであ る。
④ 農 業地帯 区分別 にみ た農協経 営効 率改善の特徴 は次 の通 りで あ る
(図一2参 照)。 まず,都 市的農村地 帯の農協 で大幅な経営改善の傾
向がみ られ る。また,山 村 地帯の農協 の経営効率 は変動が激 しいもの
の,都 市的農村地帯 に準 じた改善 の成果がみ られ ζ。 こη に対 して1
純農村地帯の農協では経営効率 の改善がみ られ るものの,そ の成果は
小さい。
⑤'表 一3に 示すよ うに,現 状 の経営効 率のもとでは,農 協経営 に範 囲
の不経済が生 じている。 フロンテ ィア多財費用関数の方法を用いた こ
の結果は,農 協が事業 を兼営 してもメ リットはないことを示 している。
しか し,現 在の経営が改善された場合 には,範 囲の経済を享受するこ
とがで きるので,農 協 の事業兼営のメ リッ トがでて くる。
⑥ 図一4に 示 すよ うに,こ の10年間に合併 した農協 の経営効 率は,合
併 しない農協 に比べて大 き く改善 された。また多 くの農協で規模の経
済があ り,事 業規模 の拡大に よって効率の改善が可能 であ る。
⑦ フロンテ ィア多財費用関数 を用 い七広域合併構想 を評価する とゴ合
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併 に よ る費 用 節 減効 果 は わ ず かで あ る(表 一4参 照)。
4.結 論
まず,農 協経営の経営全体 の非効率は,主 に配分効率の非効率性 によ
るもので あ り,こ れは職員配置の不適正 や過剰な資本装備 という不適切
なマネ.ジメン トによって もた らされたものであ るこ とを定 量的 に明 らか
に した。
また,効 率格差は この10年間で縮 小 して きてお り,各 農協 において経
営改善の努力がなされて きている。特 に,こ の間の効率改善 は他業種 と
の競 争下におかれて いる規模 の大 きい農協 や都 市的農村 地帯 の農協 と,
条件不利 地域 といわれる山村地帯 の農協で著 しい。こ'のζとは,経 営の
外部要因あるいは外部環境 において厳 しい条件下 におかれて いる農協 ほ
ど適切なマ ネジメン トが求め られ,し か もそれ に対応 してきている こと
を示 している。
以上の結果 はら農協経営の効 率改善のためには,い かに投入資源 を適
正 に配分するか とい うマネジメ ン トの問題 が重要であ ることを示 してい
る。 また,範 囲の経済の分析よ り,経 営効率が改善されれば事業兼営の
メ リッ トを享受で きることが明か となった。
これまでの分析結果 をふ まえて,さ らに広域合併構想の評価 を行った。
その結果,第1に,こ れ までの合併 農協 の成果 と個別農協の規模の経済
か ら,広 域合併は経営効率の向上 を図 りうる、ことが明かとな った。.第2
に,フ ロンテ ィア多財費用関数 を用いて広域合併構想 を評価すると,費
用節減効果が極 めてわずかであることが 明かにされた。
第1の 結果は,広 域合併 に反対 して,農 協の経営規模 を現状 のままに
維持 してお く苓 きであ るという単純 な小規模 論が,農 協経 営の実態を無
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視 した も ので あ り,妥 当 しな い こ と を示 して い る。一 方,第2の 結 果 は
ス ケ ール メ リッ トを前 提 と した単 純 な規 模 拡 大 論 も また 説得 的 で な い こ
とを示 してい るρ
このように本稿 の分析結 果は,広 域合併 に対する単純な小規模 論や単
純 な規模 拡大論が実証的に妥当 しないこ とを明 らかに した。
農協は}経 営者であ りかっ利用者であ る組合員 の合意を前提 とした経
営組織であ り,他 業種の経 営のように単なる利益拡大 を目的 と した組織
ではない。
したがって,広 域合併 においては,た だ単に費用節減 というような直
接的 な効 果のみ を目指 すのではな く,合 併 によって拡犬 した経済基 盤や
組織規模 を十分 に活か して,各 種の圧 力に対処 しなが ら,農 協が協 同組













対象農協(100) 77.3 96.6 80.0 70.3 94.1 74.7
2,000戸以上(9) 91.3 97.2 93.7 67.5 87.6 78.3
1,000～1,999(33)77.1 93.7 82.3 68.4 90.7 75.4
500^一999(37) 74.6 97.0 76.6 70.s 96.2 73.1
499戸以 下(21) 76.3 100.0 76.3 74.0 98.6 75.0














純農村 ・田作(54) 74.6 95.7 78.1 68.9 93.2 74.1
純農村 ・田畑 作(13) 76.4 95.6 79.6 70.4 93.9 74.5
都市的農村(18) 85.7 97.9 87.5 73.2 93.4 78.5









観測値 OE OSE 観測値 OE OSE
計測値 18,746.822,404.722,625.018,099.218,213.19,811.0
DES 3.60%一15.21 一16.34 6.93% 6.35%
」
一1.87%
注:現 在の総費用は19,447.4千万円である。また,OEと は規模を考慮 した場合の
経営全体の効率値で修正 したものを表 し,OSEと は規模 を考慮 しない場合の経
営全体の効率値で修正 したものを表す。















注:現 在 の総 費用は19,447.4千万 円で あ る。 また,OEと は規模 を考慮 した場 合
の経 営全体の効率値 で修正 したもの を表 し,OSEと は規模 を考慮 しない場 合



















































































































































ロ 非合併農 協 ◇ 合併農協
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想されている合併農協の効率も現在の平均を上回る。 しか しその効果はあま り大きくない。また
現在の非効率な状態を改善すれば現在の兼営形態を維持することが妥当性をもつ。つまり,広域
合併構想は,経営を効率的状態に改善することによって,わ ずかではあるが費用節減効果が期待
できるとい うことになる。
以上の研究は,こ こで用いた分析手法が農協経営の効率性分析ならびに広域合併の効率性の評
価分析に適当であること,経営の効率性分析の結果からみるかぎり広域合併を否定する見解は誤
りであること,逆に広域合併に過剰な期待をかけることも誤 りであること,農協経営にとって資
源配分にかかわるマネジメン トがきわめて重要であり,その改善によって広域合併が効果をあげ
ることができることを初めて明らかにしたものである。そ してこの研究成果は農協経営の分析手
法の進展と経営体 としての農協の効率性の改善方向の研究に対 して大きく貢献するものである。
よって審査員一同は,本論文が博士(農 学)の 学位を授与されるに値すると判定した。
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